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HSコードの概要

HSコードは5年ごとに大幅に改正される。FTAによって使用するHSコードのバージョンが異な

るため、FTA活用のためには正確なコリレーション（変換）が必要

◼ HSコードは、貨物を輸出入する際の品目分類に用いる分類番号

◼ 世界税関機構（WCO : World Customs Organization）が管理する「商品の名称及び分類についての統一システム（Harmonized Commodity 
Description and Coding System）に関する国際条約（HS条約）」に基づいて定められる

◼ 6桁以上の番号で構成

➢ 6桁目までは世界共通の番号を使用、7桁目以降は国毎に設定

◼ 技術革新等を反映するため、5年に一度、大幅な改正を実施

➢ 直近では2022年1月1日に改正

➢ FTAの交渉や発効時期によって使用しているHSコードのバージョンが異なる （例）日ベトナムEPA： 2007年版、TPP11：2012年版

生産者や輸出者が通常の業務で使用しているHSコードの版とFTAが使用しているHSコードの版が異なる場合があり、

適切なコリレーション（変換）を行わなければ、関税削減額の計算や適用すべき原産地規則を誤る可能性がある

HSコードの構造 HSコード改正の事例

【電気自動車】

2022年版HSコード： 87.03.80 （駆動原動機として電動機のみを搭載したもの）

2007年版HSコード： 87.03.90 （乗用車・その他の自動車 その他）

【LED照明】

2022年版HSコード： 85.39.52 （発光ダイオード（LED）ランプ）

2012年版HSコード： 85.43.70 （電子機器、その他の機器）
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HSバージョン変換ツールの画面イメージ

「HSバージョン変換ツール」：HSコードのバージョンが不明な場合でも、

最新バージョン（HS2022）のHSコードにコリレーション（変換）可能

①HSコードを入力

②変換元のHSバージョンの候

補が表示されるので

品名の詳細を見て

適したものを選択

③選択したHSバージョンから

最新のHSバージョン（2022）に

変換した場合のHSコード候補が

ハイライト表示される

※元のHSバージョンが分かっている場合は

直接入力することも可能
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HSバージョン変換ツールの画面イメージ

任意のHSバージョンを指定してHSコードをコリレーション（変換）することが可能

（HS2002‐HS2022の間へ対応）

①変換元HSコード入力と共に

変換先のHSバージョンを選択

②対象のHSバージョンに変換した

場合のHSコードの候補が

ハイライト表示される
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HSバージョン変換ツールの画面イメージ

輸入国を指定した場合は、対象国におけるHSコード（細分化されたもの）の候補も

表示可能

①HSコード入力と共に

輸入国を選択

②対象の国におけるHSコード

（細分化されたもの）の候補が

ハイライト表示される
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HSバージョン変換ツールの起動方法

基礎モジュールの各機能（Tariff Searchなど）の画面上にあるアイコンから別ウィンドウを

開き、HSバージョン変換ツールを使用可能

別ウインドウで

変換ツール画面が開く
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